
棚倉町省エネルギー診断促進事業補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  町は、町内の中小企業者等の脱炭素化に向けた取組を支援するた

め、エネルギー使用量の削減、再生可能エネルギーの導入等に係る診断

に要する経費に対し、予算の範囲内において棚倉町省エネルギー診断促

進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交

付については、棚倉町補助金等の交付等に関する規則（昭和５７年棚倉

町規則第６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱

に定めるところによる。  

 

（定義）  

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。  

⑴  中小企業者  中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条

第１項に規定する中小企業者をいう。  

⑵  小規模企業者  中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２

条第５項に規定する小規模企業者をいう。  

⑶  中小企業者等  中小企業者、小規模企業者、個人事業主、医療法人、

社会福祉法人、学校法人、財団法人、社団法人及び特定非営利活動法

人をいう。  

⑷  省エネ診断事業  一般財団法人省エネルギーセンターで実施する

省エネ最適化診断、又は一般社団法人環境共創イニシアチブで実施

する省エネルギー診断をいう。  

（交付対象者）  

第３条  補助金の交付の対象となる者は、次の各号に掲げる要件を全て満

たすものとする。  

⑴  町内に事業所を有して事業活動を行う者であること。  

⑵  個人事業主又は法人及びその代表者について、町税を滞納していな

いこと。  

⑶  棚倉町暴力団排除条例（平成２３年棚倉町条例第１７号）に規定す

る暴力団及び暴力団員並びにそれらの利益となる活動を行うもので

ないこと。  

（補助金の額等）  

第４条  補助金の額は、省エネ診断事業に要した経費とする。ただし、振

込手数料は除く。  



（交付の申請）  

第５条  補助金の交付を受けようとする者（以下「補助対象者」という。）

は、規則第４条第１項の規定に基づき、棚倉町省エネルギー診断促進事

業補助金交付申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて町長に

提出しなければならない。  

⑴  補助対象経費の内訳が分かる見積書等  

⑵  直近の確定申告の写しその他事業活動が確認できる書類  

⑶  町税の滞納のない証明書  

⑷  その他町長が必要と認める書類  

２  本事業への申請は１事業所につき１回とする。  

（補助金の交付決定）  

第６条  町長は、前条に規定する申請書を受理したときは、その内容を審

査し、補助金の交付を決定したときは、規則第７条第１項の規定に基づ

き、棚倉町省エネルギー診断促進事業補助金交付決定通知書（第２号様

式）により補助対象者に通知するものとする。  

（実績報告）  

第７条  補助金の交付決定を受けた者は、省エネ診断事業が完了したとき

は、規則第１３条の規定に基づき、省エネ診断事業が完了した日から起

算して３０日を経過した日又は補助金の交付決定があった日の属する

年度の３月３１日のいずれか早い日までに、棚倉町省エネルギー診断促

進事業補助金実績報告書（第３号様式）に、次に掲げる書類を添えて、

町長に提出しなければならない。  

⑴  省エネ診断事業の結果が分かる書類  

⑵  領収書の写し等の省エネ診断事業に伴う支払いを証する書類  

⑶  その他町長が必要と認める書類  

（補助金の額の確定）  

第８条  町長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、規則第１４

条の規定に基づき、当該報告に係る書類の審査のうえ、補助金の額を確

定し、棚倉町省エネルギー診断促進事業補助金交付額確定通知書（第４

号様式）により、補助対象者に通知するものとする。  

（補助金の交付請求）  

第９条  前条の規定による通知を受けた補助対象者は、棚倉町省エネルギ

ー診断促進事業補助金請求書（第５号様式）を町長に提出しなければな

らない。  

（交付決定の取消し又は返還）  



第１０条  町長は、補助対象者が、次の各号のいずれかに該当すると認め

たときは、補助金の交付決定を取消し、又は変更することができる。こ

の場合において、既に補助金が交付されているときは、町長はその全部

又は一部を返還させることができる。  

⑴  規則及びこの要綱に違反したとき。  

⑵  町長に提出した書類及び報告に偽りがあったとき。  

⑶  その他補助金事業の施行について、不正な行為があったとき。  

２  町長は、前項の取消しの決定を行った場合には、棚倉町省エネルギー

診断促進事業補助金返還命令書（第６号様式）により、その旨を補助対

象者に通知するものとする。  

３  町長は、第１項に基づく取消しを行った場合には、規則第１７条の規

定に基づき、返還の猶予期間や必要な加算金等を定めるものとする。  

（診断後の取組）  

第１１条  補助対象者は、診断結果の提案内容に基づきエネルギーの効率

化に向けた取組に努めなければならない。  

（委任）  

第１２条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定め

る。  

 

附  則  

１  この告示は、令和７年４月１日から施行する。  

２  この告示は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。  


